
家庭内家具等転倒防止推進事業 

 

 

 阪神・淡路大震災では、亡くなった人の８割が住宅

の倒壊や転倒した家具の下敷きになったことが原因

でした。地震から自分自身や大切な家族を守るため、

家具等の転倒防止を行いましょう。 

 市では市内全世帯を対象に、家庭内の家具等を固定

する費用の補助を行っています。 

危機管理課 ８２‐４３７０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固 定 費 用 

固 定 

台 数 

申 請 者 負 担 額 

一般世帯 高齢者世帯等 

１台 ２，１００円 ６３０円 

２台 ２，４００円 ７２０円 

３台 ２，７００円 ８１０円 

４台 ３，０００円 ９００円 

５台 ３，３００円 ９９０円 

※高齢者世帯等とは、高齢者世帯（65 歳以上の人の

みで構成するか、又はこれに１８歳未満の者が加わっ

た世帯）、障害者１・２級（同居）世帯、介護保険要

介護３以上（同居）世帯、母子（父子）世帯をいいま

す。 

※５台を全額自己負担した場合、固定費用＋金具代で 

約２３，０００円程度かかります。 

家具等転倒防止事業の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象世帯 

市内に住所を有し、住民登録のある世帯です。 

受  付 

市役所の危機管理課、各支所、駅前サービスセンタ

ーで申請を受け付けます。申請書に必要事項を記

入・押印して提出して下さい。申請は１世帯につき

１回限りです。 

※随時受け付けていますが、設置作業実施期間は 

７月から翌年２月までとなります。 

実施内容 

○テレビ、冷蔵庫、タンス、本棚、食器棚等で転倒

することにより生命の危険又は身体に障害を及

ぼす可能性のある家具５台までを固定します。 

○固定作業の実施にあたっては、くぎ、ネジ、固定

金具等を使用します。 

○家屋の柱、壁、床等の補強は行いません。 

○事業完了後の移動や固定器具の取り外しは行い

ません。 

○固定作業は、市が委託した業者が行います。 

※家具等の固定は、地震災害時の転倒防止を完全に

保証するものではありませんので、固定した家具

等の転倒による被害の責任は負いません。 

※鉄筋造り住宅等は、場合により固定できない場合

があります。 

危機管理課 

建築業組合 

申 請 者 
②
作
業
依
頼 

①申請書提出 

③事前打ち合わせ 

⑤完了確認→負担額支払 

裏面に申請書があります。↺ 

 

④作業実施 

地震対策は自身の対策から 



 

受付番号   －  －  －     

  年  月  日 

御殿場市家庭内家具等固定作業実施申請書 

御殿場市長 様 

申請者（世帯主）住  所 御殿場市           

氏  名                

電話番号     －  －       

 

御殿場市家庭内家具等転倒防止推進事業実施要綱第５条第１項の規定により、下記に掲げる条

件を承諾し、家具等固定作業の実施を申請します。 

 

記 

 

区    名  世 帯 番 号 ―   ―  

住 居 の 種 類 持 家・借 家 

世帯構成（該当する世帯

構成を○印で囲む） 

一般世帯、高齢者世帯、障害者１・２級（同居）世帯 

介護保険要介護３以上（同居）世帯、母子（父子）世帯      

固定を希望する家具等

の 種 類 、 数 量 

（種類を○印で囲み、

( )内に数量を記入） 

テレビ ( ) 冷蔵庫 ( ) 

和ダンス( ) 洋服ダンス( ) 食器棚( ) 

その他      ( ) 

合計   台 

家 屋 の 所 有 者 名 
 

 

（申請者と所有者が同一の場合は記入不要） 

家屋所有者等の承諾 

（住居の種類で市営住宅

以外に該当する人） 

上記申請により、家庭内家具等を転倒防止のため固定金具等により

家屋（柱、壁、床等）に固定することを承諾します。 

  年  月  日  

所有者  住 所 

（管理者） 氏 名           印 

条件 

１ 申請者が、家具等の固定作業の完了を確認したものに対しては、市及び作業実施者は移動及

び取外しは行いません。 

２ 家具等の固定は、転倒防止を完全に保証するものではありません。従って、固定した家具等

の転倒による被害の損害賠償責任を市及び作業実施者が負うものではありません。 

３ 借家・アパート・市営住宅等を退居する場合、固定金具等の取外しは各自の責任において、

原状に回復してください。 

４ 家具等の固定台数は５台を限度とし、テレビ（主に使用しているもの）、冷蔵庫は災害時に重

要な役割を担うことから優先的に固定作業を実施してください。 

 

 
高齢者 障害者 長寿 母子 

    

様式第１号（第５条関係） 


